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１．	
 はじめに	
 

	
 観光開発による観光者の増加は，地域内での経済活動の活性化

をもたらすが，その観光地が自然地である場合，観光者の増加は，

自然環境への負荷が増大する原因ともなりうる。観光活動による

環境負荷を自然環境の回復力の範囲内に留め，さらには回復力を

増進するよう働きかけることが，持続的な観光地を計画・管理す

るためには重要である1,2)。 
	
 しかし，自然環境へ配慮した観光行動だけでは，十分に観光に

よる環境負荷を軽減し，自然環境の回復を促すことは難しく，ま

たその管理にかかる費用を賄うこともできない。そこで，観光者

から環境税や入域料などを徴収したり，基金を設置したりするこ

とを通して，自然保護のための資金を獲得する試みが世界で進め

られている。我が国においては，2014 年 6 月に通称「地域自然
資産法」（正式名称：「地域自然資産区域における自然環境の保全

及び持続可能な利用の推進に関する法律」）が成立し，都道府県や

自治体による入域料の徴収やトラスト事業の展開を通して，地域

が自発的に資金調達することが可能となった3)。そのような動向

の中，ガラパゴス諸島やコスタリカなど海外の事例研究4) や協力

金や入域料の適正価格や効果に関する研究5,6) が行われている。 
	
 本研究では，2006年の国際的な自然保護基金の設置，2009年
の環境税の導入，2012年の世界複合遺産への登録などにより注目
されるミクロネシアのパラオ共和国（以下，パラオ）を対象とす

る。パラオは，人口約1.7万人（2012年現在）7)，面積456km2，

16の州より構成される島嶼国である。生物多様性豊かな地域であ
り，自然観光地として，中でも世界有数のダイビングの目的地と

して発展している。2011年の観光産業の対GDP比は69.5%であ
り8)，観光が国の基幹産業となっている。 
	
 本研究の目的は，第一に，パラオにおける自然保護基金や環境

税の設置に至る自然保護政策の展開の歴史的経緯を明らかとする

こと，第二に，ケーススタディを通して，自然観光地における観

光振興と調和した自然保護政策の実態を明らかにすることである。

パラオの観光を通した自然環境の保全と利用の両立を目指した試

みは，国際的にも高く評価されており，我が国の自然観光地の今

後の方向性を考えるにあたり有益な知見となる。 
 
２．	
 研究手法	
 

	
 本研究は文献調査と関連部局への聞き取り調査9)による。まず，

パラオにおけるこれまでの自然保護政策の展開を明らかとするた

め，文献調査と聞き取り調査の結果を年表にまとめた。その上で，

自然保護政策の展開を3時期に分けて捉え，詳細を分析した。 
	
 次に，州政府による観光振興と調和した自然保護政策の実態を

二つのケーススタディを通して明らかとした。一つはパラオにお

ける経済と観光の中心地であるコロール州である。もう一つは，

地域住民による観光振興の新たな試みが行われているガラスマオ

州で，コロール州から離れた地方の小さな州である。 
	
 

３．パラオにおける自然保護政策の展開	
 

	
 パラオにおける自然保護政策は，法制度の整備状況と内容によ

り，大きく3つの時代区分に分けて捉えられる。表‐1に，3つ
の時代区分毎に国家的な出来事と次章で扱う2州の出来事を示す。 
（１）Ⅰ期：慣習法による資源の持続的利用	
 

	
 パラオには，伝統的な酋長が，住民による自然資源の持続的利

用を目的として，禁漁（猟）区域や禁漁（猟）期間を定めるバル

（Bul）と呼ばれる慣習的規則が存在する10)。自治政府が発足し

た 1981年の時点でも，この慣習的規則に基づく管理体制が有効
であり，集落毎に自然資源管理が行われていた。 
	
 例外的に，コロールでは， 1956年と 1976年にそれぞれ海洋
保護区が法律に基づいて設置され，立入禁止区域，禁漁区域，禁

漁期間が設けられた。これらは，世界複合遺産となったロックア

イランド群の中でも中核を担う場所であり，早い時期から保護の

必要性が認識され，法的な措置がとられていた。1989年には，保
護区の見回り管理を行うレンジャー・プログラムも開始された。 
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表ー1	
 パラオにおける自然保護政策に関連する歴史	
 （文献調査と聞き取り調査より作成）	
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 ただし，独立以前の観光産業は小規模であり，パラオ観光局が
設置された1982年，年間観光者は4千人余りであった（図‐１）。
それ以降，観光者は増加し，1993 年には約 3 万人となった。し
かし，この時点では，観光に際する自然環境の保全と利用の調整

を図ることを意図した政策は未だとられていなかった。 
（２）Ⅱ期：自然保護思想の導入と保護区設置の推進	
 

	
 アメリカから独立した 1994年以降，新たに州法で定める保護
区を設置する動きが各地で進められた。独立以前に4地域のみで
あった保護区は，2002年までに33地域に増加した。 
	
 この背景には，PCS（Palau Conservation Society）とTNC（The 
Nature Conservancy）という 2つの国内外のNGOの働きかけ
が大きい。世界最大規模の環境NGOであるTNCは，独立前の
1990年にパラオ支所が設置された。PCSは，パラオ国内の環境
NGOで，TNCの支援を受けて独立年に設立された。PCSはTNC
から自然保護思想を受け継ぎ，協同することで，パラオにおける

保護区設置の取組みを推進してきた。 
	
 また，この時期には，急激に増加する観光者数による環境破壊

に対する懸念が高まった。観光者数が6万人を突破した1997年
には，パラオ観光局が「持続的な観光政策とアクションプラン」 

 
図ー1 観光者数の推移と主な出来事 

を策定し，観光者の数や行動を制限する一方で，質の高い観光の

提供とそれに見合った料金設定を行い，自然環境の保全と利用の

調整を図る観光振興の方向性が示された11)。	
 	
 	
  
	
 観光者が最も訪れるコロール州では，1994年にレンジャー・プ
ログラムの組織を元にして保護法執行部局（Department of 
Conservation and Law Enforcement）が設置された。1997年に
はロックアイランド利用法（Rock Islands Use Act）により観光
者の行動規制が定められ，さらに 2000年にはロックアイランド
管理保護法（Rock Islands Management & Conservation Act）
により観光者の行動エリアの限定と入域料の徴収が開始された。

しかし，そのような取組みはコロール州のみであり，観光者の少

ない他州ではほとんど実施されていなかった。 
（３）Ⅲ期：国家戦略としての自然保護の展開	
 

	
 2003年，中央政府が州政府による保護区管理を支援するため，
保護区ネットワーク法（Protected Area Network Act. 以降PAN
法）が制定された。この法律により，それまでコロール州が先導

してきた自然保護政策が，国家戦略としても位置づけられた。 
１）PAN法の背景と展開 
	
 PAN法制定の背景には，1998年の世界的な珊瑚の白化現象に
より，パラオの珊瑚礁の90%が被害を受けたことがある12)。国レ

ベルでの甚大な環境問題を契機として，国家政策として自然保護

の措置を図ろうとする機運が高まった。2002年には，TNC主催
で専門家による生物多様性評価のワークショップが開催され，全

国レベルで保全すべき自然資源の特定が試みられた。 
	
 また，PAN サイト認定の際，従来の海洋保護区だけでなく，
陸域保護区の新設が進められた（図‐２）。これは 2002 年から
2007年の周遊道路建設に係る大規模な土地改変が背景にある。道
路建設に伴い大量の赤土流出が発生し，水質の汚濁や珊瑚への影

響が問題となり，流域生態系の一体的保全の重要性が認識された。 
	
 このように，珊瑚の白化現象や赤土流出など，州を超えた国レ

ベルでの環境問題の顕在化が，中央政府による PAN法の制定と
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その後の展開に大きな影響を与えている。 
２）保護区管理のための資金調達の手段 
	
 PAN 法による保護区管理のための資金調達の手段として，二
つの政策がとられた。一つは，2006 年にミクロネシアの 5 つの
国・地域が採択したミクロネシア・チャレンジ（Micronesia 
Challenge. 以降，MC）である13)。MCは，加盟国・地域それぞ
れが，2020年までに沿岸域の30%，陸域の20%の保護区を進め
ることを目標とした国際的なイニシアチブである14)。MCの目標
達成のために，MC基金（MC Endowment Fund）という，国際
組織から資金を募る自然保護基金が設置されている15) 。MC基金
は非営利団体のMCT（Micronesia Conservation Trust）が管理
しており，基金の一部は積極的に投資に活用される。MC基金の
総額は，2014年9月現在で 820万米ドルにのぼる16)。 
	
 もう一つの資金調達の手段は，2009年に中央政府が開始した，
パラオ国籍以外の訪問者から徴収する環境税である17)。訪問者は，

空港からの出国時に，15米ドルを支払う。そこでは，徴収した環
境税の使途を解説する映像が流され，環境税や自然保護に対する

理解を訪問者に求めている。パラオへの訪問者の約9割は観光者
が占めており，2011年には観光者数が10万人を突破した（図‐
１）。PAN事務局によると，環境税の収入は今日まで年間110〜
180万米ドルで推移している。 
	
 MC 基金からの配当金と環境税，およびその他の寄付金は，
PAN基金に入れられる18)。そして，PAN事務局は，各州政府の
予算計画に基づき，PAN基金を各州政府の担当部局へ分配する。 
３）多主体協働による保護区管理の体制 
	
 PAN法制定後の2008年，自然保護と観光に関わる一体的施策
を行うため，自然資源環境観光省（Ministry of Natural Resources, 
Environment and Tourism）が新設された。現在，保護区管理に
あたっては，多様な主体による協働体制が築かれている（図‐３）。 
	
 自然資源環境観光省の PAN事務局は，主に PANサイトの認
定と資金調達の役割を担う。PAN サイトは，州政府により保護
区が定められ，かつ管理計画が策定されているなど一定の条件を

満たしたものをPAN事務局が認定することで定められる。2014
年9月現在，13の州において，海洋保護区が23個，陸域保護区
が14個，合計37個のPANサイトが認定されている19)（図‐２）。 
	
 州政府は，分配された PAN基金を活用し，保護区の管理計画
に基づいて実質的な管理を担う。地域住民をスタッフとして雇用

し，PAN サイトの見回り，外来種対策，インフラの整備，観光
事業の推進などを行う。州政府は，活動内容，予算の執行状況，

環境のモニタリング結果などを毎年 PAN事務局に報告する義務
を有するが，活動内容を州の実情に合わせて決められる自由度が

担保されている。各州政府には PANコーディネーターが配置さ
れ，PAN 事務局との協議にあたる。また，ASPC（Alliance for 
State Pan Coordinators）というPANコーディネーター同士の
連携組織が存在し、月に一度情報交換などを行う。その他，次章

で後述するように，PAN 基金から分配される資金の他に，特定
の自然観光地に入る観光者から入域料を徴収する州政府もある。 
	
 さらに，中央政府，州政府が保護区管理を実施するにあたり，

様々な国内外の技術的・経済的な協力団体が支援する体制が築か

れている。例えば，先述したPCSやTNCなどの環境NGOは，
保護区の設置や管理計画の策定を支援し，パラオ国際珊瑚礁セン

ター（PICRC）やベラウ国立博物館（BNM）や米国農務省自然
資源保全局（USDA-NRCS）などの教育・専門機関は，環境評価
やモニタリングなどの技術的支援を行う。 
	
 一般的にパラオのような小島嶼開発途上国では，経済的・技術

的・人材的な制約が大きいと考えられる。しかし，パラオでは，

多様な主体が協働体制を構築することで，様々な制約を補完し合

い，独自の自然保護政策を展開させている。 

 
図ー2	
 保護区の分布（PARALISのGISデータより作成．2014年9月現在）	
 

 
図ー3	
 保護区管理における多主体協働体制 

 
４．州政府による観光振興と調和した自然保護政策の事例 
（１）コロール州の事例 
	
 コロール州には，パラオの人口の 65%以上の 11,665人が居住
する 7)。世界複合遺産の「ロックアイランド群と南ラグーン」は，

パラオで最も集客力がある観光地である。コロール州では，1990
年代より増加する観光者による自然破壊が懸念され，州法により

保護区内での観光者の行動エリアを限定し，さらに州独自の入域

料制度を設け，保護区管理を行っている。現在，53名のスタッフ
を有する州の保護法執行部局により，保護区の見回り，インフラ

整備や清掃，環境のモニタリングなどが行われている20)。 
	
 ロックアイランドへの入域料は，2000年には一人15米ドルで
あったが，法律の改訂を重ね， 2012年に 50 米ドルとなってい
る。中でも，ジェリーフィッシュレイクと呼ばれる塩湖へ入るた

めには 100米ドル必要となる。2012年には，パラオへの年間観
光者の90%以上にあたる105,505人がロックアイランドにおける
ツアーに参加し，入域料を支払っている。コロール州の入域料に
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よる収益は 695万米ドルに達する21)。これは中央政府が 2012年
に徴収した環境税180万ドルよりも大きな額である。 
	
 2013年には，州の8つの保護区のうちの2つがPANサイトに
認定され，PAN基金の活用も始まった。ただし，2つのPANサ
イトは観光者行動エリアには含まれない。また2013年のPAN基
金からの分配額は 6.6万米ドルに過ぎず，入域料による収益と比
較すると少額である。中央政府と連携した PAN法による新たな
取組みは，現段階においては，コロール州独自の保護区制度や入

域料制度の補助的役割である。 
（２）ガラスマオ州の事例 
	
 コロール州以外の小さな地方政府の事例として，ガラスマオ州

を取り上げる。ガラスマオ州は，居住人口195人 7)のバベルダオ

ブ島北部に位置する小さな州である。州の4つの保護区の全てが，
2010年にPANサイトに認定された。ガラスマオ州の場合，PAN
サイト認定のための管理計画の立案に際しても，PAN 基金が活
用されている22)。4つのPANサイトには，パラオ最大の滝を含む
陸域保護区と，珊瑚礁の海洋保護区が存在する。陸域保護区では，

ゾーニングにより観光者の行動エリアが限定され，一人当たり10
米ドルの入域料がツアー参加時に徴収される。また，海洋保護区

では，州政府による許可制のアクセス制限が行われ，同じく 10
米ドルの入域料がツアー参加時に徴収される。2013年にはそれぞ
れ2,770人と740人が訪れている。 
	
 2013年に PAN基金からガラスマオ州に分配された額は約 12
万米ドル 18)，入域料の収益は約 3.5万米ドルであり，PAN基金
が入域料を上回る。これらの資金は，住民 10 名の雇用，観光者
用木道などのインフラ整備，専門家から技術的支援の費用などに

充てられる。このような地域主体の観光開発は，人口200人に満
たない地区で新たな雇用を生み，地域の振興に一役かっている。 
	
 ガラスマオ州などの小さな地方政府の場合は，PAN 基金が主
要財源となり，州の入域料制度が補助的役割となっている。ここ

には，コロール州のロックアイランドの集客力を活用して，中央

政府が観光者から環境税を徴収し，コロール州以外の地方政府に

再分配するという仕組みが存在する。そして，地方政府は，PAN
基金を元にして，自然保護を図るだけでなく，地域主体の観光開

発を展開し，地域の振興へと繋げている。 
 
５．まとめと考察	
 

（１）パラオにおける自然保護政策の特徴 
	
 パラオにおける自然保護は，元々，島民による持続的な資源利

用を目的としていたが，国際的な自然保護思想の影響，外国人観

光者の増加，地域の環境問題の顕在化を受け，近年では，PAN法，
自然保護基金，環境税といった種々の政策へと発展している。そ

こには，自然保護を目的とするだけでなく，自然保護を手段とし

て，観光者や国際組織から資金を集め，それを地域へ再分配する

ことで，地域の振興を図るという明確な意図が存在する。 
	
 そして，その仕組みを支えるのは，海外からの資金調達と各州

政府への分配を行う中央政府，地域の実情に合わせて独自性を発

揮しながら政策を展開する州政府，技術的・経済的な支援を行う

NGO や教育・専門機関などの協力団体，および地域住民といっ
た多様な主体の協働体制である。 
（２）我が国の自然観光地への視座 
	
 我が国においては，受益者負担による自然観光地の管理が検討され
5,6,23)、一部の地域で先駆的に入域料や環境協力金の徴収が試みられて

いる。そして，地域自然資産法の成立により，国としても地域の自発

的取組を支援する枠組みが設けられ3)，今後の運用が期待されている。 
	
 パラオと我が国の自然観光地では，観光の規模が異なるものの，パ

ラオにおける受益者負担による自然観光地管理の成功例は，我が国の

地域自然資産法が目指す地域の自発的取組みを支持するものである。

特に，州政府が観光者から入域料を直接徴収し，自然保護と観光振興

に役立てる仕組み，および中央政府から再分配される環境税や自然保

護基金を，州政府が地域の実情に合わせて運用可能なものとする，自

由度の高い仕組みは，今後の我が国における自然観光地管理のあり方

を考える上で有益な知見となる。ただし，パラオのようにツアー開催

時の入域料の徴収や，出港時の環境税の徴収が可能な地域と異なり、

我が国の自然観光地は出入口が限定されていない場合も多く，伊藤23)

が指摘するように徴収方法と徴収のための費用に関して課題が残る。 
	
 また，我が国の自然観光地の管理においては，縦割り行政による弊

害24)や，協働型管理の必要性25)が指摘されている。その点においても，

観光振興と調和した自然保護政策を多様な主体の協働により推進し

ているパラオの事例には，実効性のある政策を展開する上での示唆が

含まれる。とりわけ，パラオでの多主体協働の仕組みを支えるのは，

2008年に新設された自然資源環境観光省である。自然保護と観光振興
を扱う部局が一元化されることにより，政策のイニシアチブがとりや

すく，州やその他の関係主体との協働を円滑に進めることができる。

我が国においても，特に小さな自治体において自然保護と観光振興の

部局が一体となることは有効だと考えられる。さらに，国と州の縦の

関係だけでなく，州政府間をつなぐ横の連携組織の存在，およびNGO
や教育・専門機関などの協力団体が自然観光地の管理に積極的に関わ

ることのできる仕組みの存在も重要な点である。 
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